
 

広島県水道広域連合企業団発注工事等における暴力団排除のための契約制限要綱 

 

令和５年４月１日制定 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、広島県水道広域連合企業団（以下「企業団」という。）が発注する

建設工事（企業団建設工事執行規程第２条の工事をいい、企業団建設工事執行規程第

６条の資格の認定を受けている建設業者（以下「資格者」という。）に発注する公共用

物の維持修繕等の業務を含む。以下「建設工事」という。）から暴力団の排除を図るた

めの制限に関し必要な事項を定める。 

（措置の要件） 

第２条 企業長は、次の者について企業団発注工事の受注者の契約の相手方となることを

制限（以下「契約制限」という。）するものとする。 

(1) 広島県水道広域連合企業団暴力団排除条例（以下「暴力団排除条例」という。）

第 20 条第１項の規定により通報された者 

(2) 暴力団排除条例第19条第３項の規定により公表された者のうち、企業団建設業者

等指名除外要綱（以下「指名除外要綱」という。）別表第11号の(1)から(6)の措置要

件のいずれかに該当すると認められる者 

（契約制限の期間） 

第３条 契約制限の期間は、指名除外要綱別表第 11 号(1)から(6)に規定する措置要件の

期間内で、それぞれの事案の情状に応じて知事が定める。 

（契約制限の内容） 

第４条 契約制限の対象者が資格者の場合、契約担当職員（広島県水道広域連合企業団契

約規程第２条第１項の契約担当職員をいう。）及びその委任を受けた職員（以下「契約

担当職員等」と総称する。）は、その所管に属する建設工事において、契約制限の期間

が経過していない当該資格者を、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方と

することを承認してはならない。 

２ 契約制限の対象者が資格者でない場合（以下「無資格者」という。）、契約担当職員等

は、その所管に属する建設工事において、契約制限の期間が経過していない当該無資

格者を、下請負契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方とすることを

承認してはならない。 

３ 契約担当職員等は、その所管に属する建設工事において、契約制限の対象者が下請負

契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方となっていることが判明した

場合、別記様式第１号により当該契約の解除を求めるものとする。 

（契約制限措置の通知） 

第５条 契約制限を措置したときは、遅滞なく契約担当職員等及び当該契約制限対象者に



 

対して、別記様式第２号及び第３号により通知するものとする。 

（契約制限対象者の公表） 

第６条 契約制限を措置したときは、企業団建設工事の入札及び契約に係る情報の公表に

関する要綱別表の建設工事入札契約情報企業団閲覧所における閲覧及び情報通信ネッ

トワークにより公表を行うものとする 

（苦情申立て） 

第７条 第２項の規定による契約制限を受けた者は、当該措置の期間内に、別記様式第４

号により企業長に苦情を申立てることができる。 

２ 企業長は、苦情の申立てがあった場合は、当該申立てを受理した日の翌日から起算し

て 10 日（広島県水道広域連合企業団の休日を定める条例第１条に規定する企業団の休

日を除く。）以内に別記様式第５号により回答するものとする。ただし、やむを得ない

理由があるときは、この限りでない。 

３ 企業長は、申立期間の徒過その他客観的かつ明白に申立ての適格を欠くと認められる

ときは、別記様式第６号により申立てを却下することができるものとする。 

４ 企業長は、第２号の規定による回答をした場合は、苦情申立書及び同号の書面を速や

かに公表するものとする。 

５ 企業長は、第２項の規定による契約制限を行う場合には、当該措置につき苦情申立て

をすることができる旨を教示するものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱の規定は、広島県水道広域連合企業団測量・建設コンサルタント等業務

発注事務処理要綱第３条の資格の認定を受けている者の契約制限等について、これを

準用する。この場合においては、次表左欄に掲げる規定の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ当該右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第１項 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務 

第２項 企業団発注工事 企業団発注コンサルタント等業務 

第４項第１号 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務 

 資材又は原材料の購入契約その

他の契約 

その他の契約 

第４項第２号 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務 

 下請負契約、資材又は原材料の

購入契約その他の契約 

再委託契約その他の契約 

第４項第３号 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務 

 下請負契約、資材又は原材料の

購入契約その他の契約 

再委託契約その他の契約 

２ この要綱に定めのない事項については、別に定める。 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に入札の執行手続が完了している建設工事については、なお従

前の例による。 

３ この要綱は、施行日から令和８年３月 31 日までの間は、企業団事務局本部及び広島

水道事務所が発注する建設工事に適用する。 

４ 前項に規定する期間において、企業団事務局本部及び広島水道事務所以外の事務所が

発注する建設工事については、市町規則（当該地方機関の所在する市町が現に定めて

いる規程（旧市町上水道事業に関連するものを含む）に相当する規則をいう。）をこの

要綱とみなして適用する。 

 



 

様式第１号 

令和  年  月  日 

 

下請負契約等に係る解除請求書 
 

 （受 注 者） 様 

 

                       （発 注 者）㊞ 

 

 次の工事（業務）の施工（履行）のため、貴社（あなた）が契約を締結した者の中に特

約条項第○条（暴力団排除のための契約制限）に該当する者（以下「契約制限対象者」と

いう。）がいます。 

契約制限対象者を下請負契約、再委託契約又は資材・原材料の購入契約その他の契約

の相手方とすることはできませんので、当該契約制限対象者との契約を解除してください。 

 当該契約制限対象者との契約解除がなされない場合は、建設工事請負契約約款第４３条

の３第１項第７号（土木設計業務等委託契約款第４２条の３第１項第７号）に基づき、貴

社（あなた）との契約を解除します。 

 

工 事 名     
（業務名） 

 

工事場所 
（業務場所） 

 

請負金額 
（委託料） 

 

該 当 者     

住所又は所在地 
 

商号又は名称        
 

代 表 者 氏 名        
 

許 可 番 号         

契約制限期間  

 



 

様式第２号 
 

                             令和  年  月  日 
 
 関係局（部）課長 様 
 関係地方機関の長 様 
 関 係 機 関 の 長         様 
 
                                 副 企 業 長 
                              （事務局本部○○課） 
 

建設工事及び測量・コンサルタント等業務における契約制限決定通知書 
 

広島県水道広域連合企業団（以下「企業団」という。）の発注工事等における暴力団排

除のための契約制限要綱（以下「要綱」という。）第５項の規定に基づき、次のとおり通

知します。 
契約制限対象者は、企業団が発注する建設工事（企業団建設工事入札参加資格者名簿

に登載された者に発注する公共用物の維持修繕等の業務を含む。）及び測量・建設コンサ

ルタント等業務において、受注者の（下請負契約、再委託契約又は）資材・原材料の購入

契約その他の契約の相手方となることはできませんので注意してください。 

 なお、契約制限対象者が下請負契約、再委託契約又は資材・原材料の購入契約その他の

契約の相手方となっていることが判明した場合、要綱第４項第３号の規定に基づき当該契

約の解除を請求してください。 

 

１ 契約制限対象者名等 
 

住所又は所在地  

商号又は名称         

代 表 者 氏 名         

許 可 番 号         

契約制限期間  

 

２ 契約制限措置の理由 
 



 

様式第３号 

                            令和  年  月  日 

 

 代  表  者 様 

 

                    広 島 県 水 道 広 域 連 合 企 業 団 企 業 長 

                      〒730-8511 広島市中区基町 10-52 
                        企業団事務局本部○○ 課 

 

 

建設工事及び測量・コンサルタント等業務における契約制限措置通知書 

 

 

（貴社・あなた）を次に掲げる理由により、広島県水道広域連合企業団（以下「企業団」

という。）が発注する建設工事及び測量・コンサルタント等業務の受注者の契約の対象か

ら除外します。 

 契約制限期間中は、企業団が発注する建設工事（企業団建設工事入札参加資格者名簿に

登載された者に発注する公共用物の維持修繕等の業務を含む。）及び測量・建設コンサル

タント等業務において、（下請負、再受託又は）資材・原材料の販売、その他の契約を行

うことはできませんので注意してください。 

 なお、契約制限措置を受けた者は、当該制限の期間内に書面（様式第４号）により知事

に苦情を申立てることができます。 

 

１ 契約制限期間 

   令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

 

２ 契約制限の理由 



 

様式第４号 

 

 

苦 情 申 立 書 

 

 

                          令和  年  月  日 

 

 広島県水道広域連合企業団企業長 様 

 

住所 

 

氏名              ㊞ 

 

契約制限通知日 
 

契約制限期間 
 

申 立 事 項 

 

申 立 の 根 拠 

 



 

様式第５号 

 

苦 情 申 立 回 答 書 

 

 

                            令和  年  月  日 

 

 （ 申 立 者 ） 様 

 

 

              ㊞ 

 

 令和  年  月  日付けで申立てのあったこのことについては、次のとおりです。 

 

契約制限通知日 
 

契約制限期間 
 

申立事項への回答 

 



 

様式第６号 

 

却 下 通 知 書 

 

 

                            令和  年  月  日 

 

 （ 申 立 者 ） 様 

 

 

              ㊞ 

 

 令和  年  月  日付けで申立てのあったこのことについては、次のとおり却下し

ます。 

 

契約制限通知日 
 

契約制限期間 
 

却 下 理 由 

 

 

 


